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	審議内容（発言者、発言内容、審議経過等）

	
	１　開会

	（事務局）
	失礼いたします。
会議に先立ちまして、配布資料の確認をさせていただきます。まず、事前に送付させていただいております、
・資料１　令和2年度加古川市人権文化センター事業実施報告
（R3.1.31現在）
・資料２　令和3年度加古川市人権に関する市民意識調査（案）について
　この２つの資料はあらかじめ事前にお渡ししているものです。今日お持ちでおられない方はお申し出ください。
次に当日配布資料として机上にお配りしております
・加古川市人権教育及び人権啓発に関する基本計画
　・加古川市人権に関する市民意識調査報告書
・人権文化センターだより（№28～30、臨時号9～11号）
・令和３年　人権カレンダー
・令和３年度　登録団体一覧
となります。過不足等ございませんでしょうか。
　また、本審議会は新型コロナウイルス感染防止対策のため、飛沫飛散対策として、委員の皆様の発言につきましては着座のままでお願いいたします。また、事務局も説明等につきましては座ったままでさせていただきますので、ご了承ください。
それでは、ただいまより令和２年度第２回加古川市人権教育啓発推進審議会を開会いたします。
只今の出席状況は、委員１０名中８名の出席となっておりますので、加古川市人権教育啓発推進審議会規則第６条第２項の規定によりまして、会議は成立しておりますことを報告いたします。
　それでは、開会にあたりまして会長にご挨拶をお願いしたいと思います。
会長、よろしくお願いいたします。

	（会長）
	年度末のお忙しい中、お集まりいただきましてありがとうございます。このアクリル板に囲まれて、コロナ禍の中で、これだけ長く続くとは思っていませんでしたが、新型コロナウイルス感染を見ていますと、やはり非正規が多い女性にしわ寄せがきていたりとか、現に女性の自殺数が前年に比べて非常に多い。要するに弱者にしわ寄せがくる、そういった社会になっていることが明確に見えてきたように思います。要するに人権の視点から見て、私たちの社会というのは、思った以上に脆弱だと、もろいというのが、はっきりとしてきたのではないかなと思います。要するに、平穏な時だとなかなか気付かないのですが、災害だとか、こういった感染症の拡大だとかそういった事態になってくると、弱者に問題が集中するというのがはっきりと見えてきたのではないかなと思います。ですから、そういった視点を据えて人権問題、さらには人権教育・啓発を考えていかなくてはならないということを強く感じたところであります。
また、皆さんいろいろとご意見をいただきたいと思いますので、よろしくお願いいたします。

	
	２　議事（1）
「令和２年度　加古川市人権文化センター事業実施報告（R3.1.31現在）」

	（事務局）
	ありがとうございました。
それでは、議事に入ってまいります。議事の進行につきましては、審議会規則第６条第１項の規定により、会長にお願いしたいと思います。
会長、よろしくお願いいたします。

	（会長）
	　それでは、規定によりまして、議長を務めさせていただきます。
議事に入ります前に議事録署名人を決めておきたいと思います。
　では、次第に沿って進めてまいります。
　まず、議事（1）「令和２年度　加古川市人権文化センター事業実施報告（R3.1.31現在）」について事務局より説明よろしくお願いします。

	（事務局）
	失礼いたします。
事前にお送りしておりました資料１「令和２年度加古川市人権文化センター事業実施報告」をご覧ください。今年度の人権文化センターの事業について１月末現在で報告をさせていただきます。なお、報告様式につきましては、前回の審議会でいただきましたご意見に従い一部修正しております。
その修正内容ですが、各事業においてAからCの評価欄を設けておりましたが、その評価欄を無くしました。それに代わり、今まで「評価の理由」としておりました項目を「自己評価」に改め、人権文化センターとして評価した内容を文章にて表しております。ただし、市同協、市推、企同協の項目につきましては、各団体において評価をしていただいた内容を記載しております。
次に、掲載しております27の事業を10のカテゴリーに分類し、カテゴリー順に掲載の順番を並べ替えております。
それでは、その内容について各担当より説明いたします。

	（事務局）
	それでは説明を始めさせていただきます。なお、資料の方が17ページ、項目が27個に分かれておりますので、まずは目次を見ていただきまして、目次の①から⑤関係団体運営事業までをまとめて報告させていただきます。一度審議を挟んでいただきまして⑥センター啓発イベント活動から⑩ネットモニタリング事業までを報告いたします。
それでは説明させていただきます。

	（事務局）
	１ページ目の①施設運営をご覧ください。
まず、№１の人権文化センター施設利用についてですが、令和２年度の１月までの実績としましては、人権関係団体の利用人数が1,077人、一般団体などを含めた全ての利用人数が9,864人で、いずれも目標よりも少なくなっており、また、昨年度と比べても少ない数字となっております。新型コロナウイルスの影響により、令和２年の４月、５月は貸館を休止していたことや、６月以降も利用団体の活動自粛が見受けられたこと、感染症対策として利用人数を制限した期間があったことによる影響が考えられます。
続いて、No２の展示コーナーの活用についてですが、資料の訂正がございます。令和２年度の参加学校数の実績について、資料は13と記載しておりますが、正しくは12です。令和２年５月に予定しておりました平岡小学校について、新型コロナウイルスの影響により展示ができませんでしたが、その分も数えてしまっておりました。また、この12という数字は、令和3年の２月、３月に実施した学校を含んだ年間全体の数字です。表紙にございます令和３年１月末現在という点からは齟齬がございますのでご了承ください。
なお、月別の企画展示につきましては、こちらもコロナの影響により、内容が変更となった点があり、全市交流学習会のメッセージ掲示が実施できませんでしたが、その代わりに、市同協でのフォトメッセージ応募作品展を実施しました。
続いて、２ページ目の②登録団体関連をご覧ください。人権文化センターの登録団体についてですが、令和２年度の登録団体は、昨年度から１団体の減少と、１団体の増加で、合計は昨年度と同じ12団体です。なお、登録団体においても、１団体が新型コロナの影響により年間を通じて自粛をされている団体が１団体ございました。

	（事務局）
	続きまして、「③センター人権学習講座」について説明します。
３ページ記載の人権学習初級講座（人権ひろば）、人権学習中級講座（人権学習専門講座）、次の４ページにございます人権学習上級講座（人権リーダースキルアップ講座）こちら３つの講座につきましては、すべて中止となりました。その代替事業としまして、人権ひろばにお招きする予定でありました講師の方５名に、オンラインでの研修を依頼しました。人権文化センターで動画を撮影し、60分程度のものを約15分に分割したものを、秋にYouTubeに開設しました「人権文化センターチャンネル」で公開しました。現在、再生回数が延べで、約1,700回程度ですが、再生時間が長くなるとなかなか見てもらいにくいのではと感じているところです。今後は短い動画などを作成していき、「人権文化センターチャンネル」で公開していきたいと考えております。

	（事務局）
	④人権教育支援事業につきまして、No７地域に学ぶ体験学習支援事業・人権教育推進市町事業についてです。２つの事業につきましては、４月・５月と学校の方が休校でしたので、６月に分散登校が始まり、そこから本事業について検討させていただきました。「地域に学ぶ」が11講座、「市町事業」が16講座、計27講座を９月から各講座の運営委員長様とお話をしていただいて、可能な範囲で実施、という形になっております。表の実績の欄が集計中となっておりますが集計が終わりました。ちょうど1000になりますので、記入の方をお願いします。
No８人権教育振興事業、就学前の子どもたちにおける教育講座でございます。本事業につきましても先ほどの「地域に学ぶ（体験学習支援事業）」「人権教育（推進）市町事業」と同じように、事業開始を９月とさせていただきました。これまで就学前の子どもたちと保護者とで、「親子で楽しむ体験学習」という内容が多かったのですが、今年度につきましては、時間数も減らし、主に内容としては講演等が多かったように思います。実績数は117時間になっております。
６ページをご覧ください。No9全市交流学習会の実施について、今年度は沖本和子さん、石田裕之さんを講師としてお招きし、全市交流を行う予定でしたが、自己評価のところにも書かせていただきましたとおり、新型コロナウイルス感染拡大防止のため、全市交流学習会は中止とさせていただきました。
次のページNo10ふれあい交流事業補助金につきましても、同様に新型コロナウイルス感染拡大防止のため、本事業も中止とさせていただいております。そのため、評価はなしということです。
その下のNo11人権のまちづくり事業につきましても、同様に新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止とさせていただいております。
８ページをご覧ください。ここからは関係団体運営事業の方に移ってまいります。No12加古川市人権・同和教育協議会いわゆる市同協なのですが、３密を伴わない、啓発作品の募集「ハートフルフォトメッセージ」という新規事業を行ったりしまして、今年度コロナ禍の中で、可能な範囲で啓発事業を行うことが出来ました。ハートフルフォトメッセージで作成した、市民からいただいたメッセージ等は市内全ての医療機関、介護施設、保育施設、清掃業者の方に、配布させていただいております。あと、この協議会の50周年事業につきましてはロゴマークの方は選定させていただいたのですが、記念シンポジウム及び記念誌（の作成）につきましては、次年度に延期することが決定しております。
No13加古川市人権啓発推進員協議会いわゆる市推協の活動でございます。この協議会につきましても、主に総会・理事会や研修会、あと各町内で行っております町別懇談会、町懇につきましても、人が集まる活動は全て中止となり、市推さんの自己研修を主にすることとなりました。三役会で、市推さんに配らせていただく、研修資料についての検討を行い、事務局にて市推だより（ヒューマンシティ）を年３回配布しております。本協議会につきましては、（各市推に支払われる）報償費を新型コロナウイルス感染拡大防止対策に役立ててもらうため、今年度につきましては報償費を辞退といった形になっております。
10ページをご覧ください。加古川市企業人権・同和教育協議会いわゆる企同協という協議会ですが、この協議会につきましては、感染症対策に留意しながら、ほぼ従来通りの活動を行うことが出来ました。新入社員研修会も普段実施しているホールよりも大きなホールを使って、感染症対策を十分に行い、企業代表者・責任者研修会も行われました。ただし、10月に加古川市民会館大ホールで行っております講演会につきましては中止という形をとらせていただきました。企同協作成の広報誌の発行、またポスターの作成や配布も行っておるところです。
以上で前半の報告を終わらせていただきます。

	（会長）
	ありがとうございました。分量が多いので、まず10ページまでの報告・説明をしていただきました。
ここまでで、ご質問・ご意見ございましたらお出しください。

	（副会長）
	展示コーナーの説明で12か所という部分がありましたけど、説明が最後分かりにくかったんですけれど、12（か所）ということでいいのでしょうか。

	（事務局）
	年間で2月・3月を含めて12か所です。資料で1月末現在では10か所になるのですが、年間を通じて12か所となります。

	（会長）
	他にいかがでしょうか。

	（委員）
	（事業報告）それぞれの目標数字が設定されているんですけど、この根拠が良く分からないというのがあります。目的を達成するためにいろいろな事をやって、その途中途中で、それがどうなっているかを見るというのが、目標の数字（を設定する目的）だと思うのですが、（目標数字を設定する）目的とその目標数字が良く分からない部分があります。企同協の場合は、目標数字というのはおけないということで、あえて出しませんでした。当初は、参加企業数を増やそうと、年度ごとに決めた目標数字があったんですけど、参加企業数が増えたからといって、目的が達成されたわけではないので、そこにこだわる必要はないということで、企同協の場合は目標数字というのは出さなかった。だから、（目標数字を）無理に出す必要はないと思います。

	（会長）
	この点について事務局からお願いします。

	（事務局）
	ご意見ありがとうございます。目標数字を設定して、それを達成すれば、確実に人権課題の解決に結びつくかという観点からいうと、かなり難しいことだと思っております。例えば、展示コーナーの活用ですと、今年は１校できなかったのですが、13校が手を挙げてくださって、ここで展示をしているんですけども、できるだけ多くの学校に参加してもらおうということで目標数字を設定したりしておりますので、できるだけ多くの方に見に来ていただくとか、例えば講演会につきましても、人数をいくらでも増やせるかといったら、（会場の）キャパ（シティ）の問題でそういうわけにはいかないですけど、できるだけ目標数字に近づけるようにと市民の方に集まっていただくことが、啓発につながるという形でいろいろと（数字を）設定させていただいているんですが、今後も検討しながら目標（数字）は考えていきたいと思っております。

	（会長）
	事業によって、目標数字を立てやすいものと、立てにくいもの（そぐわないもの）というのがあると思います。そういうところの見極めというのが大事になってくると思いますし、例えば人権フォーラム参加者数、８ページですと、目標の800というのは使用するホールの人数定員が800ですので、800という数字を設定していると思うんですけど、目標を上回っている年もあったりして、そこの説明も必要になってくるかと思いますし、とりわけ今年度は800だと満席ということで密になりますので、この目標の立て方も考えていかないといけないかなという印象をもちました。
他にいかがでしょうか。

	（委員）
	９ページの事業名なんですけど、これは「加古川市人権啓発推進協議会」でいいのでしょうか。「（人権啓発推進）員」はいらないのでしょうか。

	（事務局）
	ご指摘のとおり「員」が抜けておりました。申し訳ありません。

	（会長）
	推進員ですね。

	（副会長）
	評価の事なんですが、以前は人権文化センターの評価をしてくれてたと思います。それがどうかということでこういった形になっているんですけど、この（形にした）結果はどのように受け止められていますか。この形でよかったでしょうか。こんな問題点があったとか、こんな良い点があったとかあれば聞かせてください。

	（事務局）
	全体を通じてのお話をさせていただきます。令和2年度はコロナの影響がすごく大きくて、思った活動が実際できていないというのが、沢山ございました。その中でも、例えば市同協の中で、啓発するポスターを仕上げていろんな方にフォトメッセージを送っていただいて、市全体でポスターを貼って啓発が出来たというのは、大きな活動であったと思いますし、講演会につきましても、人権ひろばをはじめ、全講演会を実施することが出来なかったのですが、講師先生のご協力をいただきまして、撮影したものをYouTubeで流すことが出来たというのは、新しい取組が出来たのではないかと思います。我々もYouTubeも初めてさせていただいたことから、実際にやってみて、皆さんに見ていただくための発信の仕方というのが、まだまだ勉強不足なところがございまして、例えば一つ一つ（の動画）が長くて見にくいとかいうこともありましたので、そのあたりは来年度継続をさせていただいて、短いコンテンツで発信できる方法を考えたいということを取り組みたいと思っております。まだまだ（コロナ禍で）難しい中で、できなかったことがあった点や新しい取組が出来たこともあったのでよかった点もあったかなと思っております。

	（委員）
	コロナ禍だから、ピンチを前向きにチャンスと捉えて新しい試みをされたということは、すごいなと感心しました。前回、評価のことで多くの意見がでました。各種４の人権団体の評価と人権文化センターの事業に対する評価でした。評価というのは、大変難しいです。先程、会長さんが言われたように、
はっきり目で見てわかる数値によるものと、「こういう状態になると望ましい。」という到達目標の基準を設けた評価もあってよいのではと考えています。事業の実施後には必ず評価が必要です。その評価に基づいて次年度の実施計画もされると思いますので、その点よろしくお願いします。

	（会長）
	他にいかがでしょうか。

	（委員）
	先程、No13の加古川市人権啓発推進員協議会について北野委員よりご指摘あったと思いますので、よろしくお願いします。少し注釈を加えたいと思います。令和2年度の取組の内容なんですが、国・県・市の方針にならって1年間集まることを中止しました。報告にありますように三役会では意思の疎通、連絡会をやっておりますが、各校区同協も変わってしまっているので、推進員の活動が非常にしにくくなりました。多くの仲間たちの中には、それぞれの校区で推進員が集まって独自の研修会をもっているところもあるようです。ただ報告はまだ受けておりませんので、内容を申し上げるわけにはいきません。
もう一点、かつて我々は「非常勤特別職」という公務員の資格で活動しておりましたが、数年前「地方公務員法」が変わって、今は「各校区の推進員」ということで、非常勤特別職の場合は、給与として年間でお金をいただいておりましたが、これが報償金に変わりましたので、集まることもなしに、事業をすることもなしに、報償金だけを請求するわけにはいかないということで、これも三役会から各理事に対して書面で連絡して相談した結果、1年間の推進員の報償金を市に請求するのをやめて市長室を訪問してコロナ禍で（困っている人のために）使ってほしいということで辞退いたしました。そのことも委員の皆様にも共通理解してほしいと思います。

	（会長）
	他にいかがでしょうか。
また、ありましたら出していただくということで、11ページ以降の説明をお願いします。

	（事務局）
	それでは11ページ「⑥　センター啓発イベント活動」についてご説明させていただきます。まずNo.15かこがわハートフルフェスタの開催、No.16ウインターステージの開催につきましては、ともに中止となりました。ですので評価の方はしておりません。


	（事務局）
	12ページNo17人権カレンダーの全戸配布です。これは人権の絵手紙カレンダーと申しまして例年6月から9月、市民に募集を行い12月に広報かこがわと同時に市内の各戸配布しておるものです。本事業は今年度行いまして、応募総数は市民から420点ありました。少し昨年度と比べると応募数は少なくなっておるのですが、市民の方からは「いつになったら配ってもらえるんだ」というようなお声のお電話をいただいたり、市民センターや各公民館の方に予備として置かせていただいて、そこへ行っていただいたらもらえるというようなこともお伝えさせていただいております。
あと今年度の特徴としては、就学前の幼児からの応募が昨年までは少なかったのですけれども、今年は増えて、その中からカレンダーの絵手紙のデザインとして採用されたものが出てきました。
続きまして、No18街頭啓発活動です。毎年8月と12月に市として行っておりました啓発活動なんですが、これも、新型コロナウイルス感染症感染拡大防止のために、今年度は実施しておりません。そのため、評価なしとさせていただきました。　　
No19人権作品である、人権標語・キャッチコピー、人権ポスター、人権マークの募集です。毎年8月に行っておるもので本事業につきましても、今年度は実施しました。応募総数は26,840点で、人権フォーラム等、大きな会場で毎年市長から表彰をしていただいておりましたが、人権フォーラムを今年度中止させていただきましたので、入賞した生徒たちには、各学校で校長先生から伝達表彰という形でさせていただいております。評価の欄に今年度初、実績41ということで、市内の小・中・養護学校から標語・キャッチコピーについて応募がありましたので、本事業に参加いただいた学校数は41となっております。
下のNo20五角柱へのキャッチコピー・ロゴマークの掲示につきましては、先程までさせていただきました啓発作品の中で選ばれた標語・キャッチコピー5点とロゴマークにつきましては市役所横の五角柱の方に毎年選ばれた作品を掲示させていただいております。今年度も今年選ばれた作品を掲示しております。

	（事務局）
	続きまして「「人権文化センターだより」の発行」14ページの説明をさせていただきます。「人権文化センターだより」の発行につきましては、今年度、町内会回覧が中止となったことで、市民への周知が難しい状況になりました。このため、市のホームページでの掲載となったんですけども、定例の年５回の発行に加え、臨時号として１１号発行させていただきました。前回の審議会でも前半分をお配りさせていただいたんですが、今回10月から２月までの発行分をお配りさせていただいておりますので、後ほどご覧いただければと思っております。なお、臨時号につきましては人権アドバイザーにご協力いただき、執筆いただいたことで、様々な視点からの啓発ができたと思っております。
また、広報かこがわには例年８月の「人権を大切にする市民運動」と12月の「人権デー、人権週間」にあわせてコラムを掲載しております。今年度はそれに加えまして臨時で７月号、10月号、１月号にそれぞれ「人権コラム」のコーナーを新しく作っていただきました。来年度も２回程度掲載させていただく予定となっております。
続きましてNo.22「人権関連図書の貸出」それからNo.23「ビデオ・DVDの貸出」について合わせてご説明します。
図書、DVDともにコロナの影響によるセンターの休館、また地区懇談会の中止等もありまして、貸出数は例年に比べ減少しております。また今後も人権文化センターだよりで新入荷の紹介などをまとめまして、PRに努めていきたいと考えています。
なお、図書につきましては今年度より人権文化センターの図書を市内４か所ある図書館で返却できるように制度を整えまして、利便性の向上に努めさせていただきました。
続きまして15ページNo.24「⑧　人権アドバイザーによる活動」ですが、地区懇談会や人権リーダースキルアップ講座の中止により、人権アドバイザーの活動は大きく制限されまして、公民館での巡回人権相談は6月から通常通り行っておりますが、講話につきましては企業や学校園からの依頼のみで年間２５回にとどまりました。一方で、人権文化センターだよりへのコラムの執筆、オンラインを使いまして、アドバイザー全体での研修や情報共有の場を設けさせていただきました。それで「オンラインのスキルアップ」を図らせていただいております。その中でも、アドバイザー双方の中で新型コロナ禍の中の人権について意見交換を行うなどの場を設けまして、講話等今後の人権アドバイザー活動に備える活動ができたと感じております。

	（事務局）
	続きまして、人権相談事業です。No25人権文化センターで行う人権相談につきまして、この事業につきましても、平成30年度に人権相談専用ダイヤルを開設して、市民から人権相談を電話と来館で行っております。そこに、実績として1月末までなんですけれども、相談専用ダイヤルを使っての相談が52件、相談件数としては84件、（これは来館も入っておりますが）の実績が出ております。主に地域社会でのトラブルや家族間トラブル、あと今年度は、行政等への苦情等も届いておりました。こちらとしては、相談を受けまして、お話を聞かせていただき、相談者が望む場合は担当課等への連携、報告、あと専門機関への窓口紹介などを行っております。
No26公民館で行っております巡回人権相談です。市内12の公民館で毎月1回人権相談を行っております。本事業も今年度は行いました。一応1月31日までは相談者は0でしたが、2月に入って1件、公民館の方に市民から人権相談がございました。17ページ、ネットモニタリング事業です。
No27インターネットモニタリング事業ということで、昨年の7月より本センターで実施し始めた新規事業でございます。市内の部落差別等の同和問題に対する悪質な書き込みや在留外国人に対する差別的な書き込み等をモニタリングで監視をするということでございます。今年度からモニタリング事業を、（昨年は1名が週1時間従事していましたが）2名に増やして実施を行いました。また、検索する対象をTwitterやYouTubeへも広げ（これはアカウントがないと入ってはいけないんですけど、事業を行っておる者がアカウントを持っておりましたので）監視できるようにしました。そこに書かせていただきましたように、24件の書き込みを発見して神戸地方法務局加古川支局、それと県の健康福祉部局の方には報告はあげさせていただいております。
以上で報告の方を終わらせていただきたいと思います。

	（会長）
	どうもありがとうございました。ただ今の報告・ご説明に関しまして、委員の方でご質問・ご意見ございましたらお出しください。

	（副会長）
	すいません、3点ほどあるんですけど、聞かせてください。人権絵手紙カレンダーの応募は400ぐらいあったうちの採用が14枚だったと思うんですけど、後（の落選作品）はどうしているんですか。（採用作品決定の）後でいいんですけど、応募した人があるので、市のホームページなどで（作者の了解は必要になるが）こんな応募がありましたよと、（採用されていない作品の中でもよいと感じる人はおるかもしれませんので、）みなさんに見てもらう機会があったら書いた人もいいんじゃないかなと思います。それと、人権文化センターの相談なんですけど、人権相談ということで役所への批判があったということで今聞いたんですけど、人権に関わる苦情があったんですか、それとも役所への単なる苦情だったのかというところを聞かせてもらいたい。以上です。

	（事務局）
	ご意見ありがとうございました。
1点目の絵手紙カレンダーにつきましては、毎年12月から１月の2か月間、重要作品は選ばれてカレンダーになって配られるんですけど、それ以外の作品については、作品展と称して2か月間（応募いただいた他の作品についても）人権文化センターで市民の皆さんに「作品展をしています」と呼びかけて、皆さんに見ていただく場を設けさせていただいております。
2点目にご質問いただきました、電話での人権相談につきましては、ある用事があって、市役所のある階に行って話をしたり相談にのってもらったりしたときに、「こんな対応どうなのかな」と市民が感じられたことを人権文化センターの方に言ってもらったときに、それを聞いて、関係課の所属長の方とかにも人権文化センターの方から「こういったご意見をいただいている」というような情報交換をさせていただいているというような形であったというようなことです。
モニタリングにつきましては、いろいろ情報を教えていただきまして、ありがとうございました。

	（会長）
	他によろしいでしょうか。

	（委員）
	No.22の人権関連図書の貸出について少し教えていただきたいのですが、毎月市の広報には、各市内の図書館での購入図書の紹介があります。しかしながら、人権に関する購入図書が（どの図書館にも）ない。図書館に出向いて、「人権関連の書籍コーナーはどこ」と司書に聞いても「あの辺りじゃないですか」といった心もとない返事でした。市として人権に関する図書の購入はしていないと。人権文化センターが開設して以来、人権関係の図書を非常に精力的に購入してくれているので、それはいい事なんだけれども、情報提供をもっと市民の方にしっかりとやってほしい。「人権に関する図書だったら、人権文化センターに行ってください。そこには相当資料がそろっています」とこういう情報をきちんと市民に対するサービスとして発信するべきではないかと思います。市内４か所ある図書館にはそういった（人権関連書籍）のコーナーが全くないです。非常に残念です。
それからNo.25とNo.26の人権相談ですね。これも当センターにはそれなりの相談があったかと思うのですが、ここにも書いてありますように「相談できる環境づくり」、「相談者が安心して相談できる環境づくり」をしていかないと、こういう問題に関しては、「どこの、どういう人が、どういう対応してくれるのか」そこのところをきちっと情報提供していかないと、なかなかこの問題は相談しにくい。公民館の巡回相談でもそうです。アドバイザーの方がたがずっと回ってくれています。非常にご苦労なことです。そういうシステムとしては非常にいいシステムですけども、先程言いましたように「どういった組織の、どういった人が、どう対応をしてくれるのか」そこをきちっとした正しい情報を提供していかないとなかなかこれは進まないのではないか。今年度も、相談者がなかったというのは、必ずしもコロナだけが問題じゃないと思いますので、その辺をこれからもう少し力を入れて例えば「人権侵害をされた（人）」だけじゃなしに、してしまった人も相談にいけるように、そういうセンターになるように進めていただけたらなと思います。

	（会長）
	今の二点はご意見として承ってよろしいでしょうか。
他にいかがでしょうか。

	（委員）
	私も人権相談のところで、前回も「どういう相談があったのか」その種類分けの件数がほしいと、参考になればといったんですけど。この度も、このコロナ禍で、あちらこちらでもコロナ差別で、「引っ越しまでした」と、いう話も聞いたりするので、加古川なんかでもこの度すごく（コロナウイルス感染者が）多かったので、そういった（コロナ関連の）相談はなかったでしょうか。

	（事務局）
	カテゴリー別の相談件数はつけておりませんでした。２点目に質問されておりました、コロナ禍の「コロナ差別」に関する相談件数は1月末までで2件ございました。

	（会長）
	分類について、とりまとめたものは出てくるのでしょうか。


	（事務局）
	今、一覧はあるのですけど、（相談件数が）多いのは先程説明の時にお伝えさせていただいた「地域トラブル（町内会や近隣トラブル）」で一番件数が多いです。その次は「家族間のトラブル（息子の悩み等）」が多いです。それが大多数を占めております。

	（会長）
	分類したものを資料として出していただけるんでしょうか。

	（事務局）
	可能です。

	（会長）
	分類に関しましては、細かい分類は必要ではないと思いますので、その分類の仕方は事務局の方にお任せしますので、「こういった相談があったんだ」という資料をよろしくお願いいたします。
他にいかがでしょうか。

	（委員）
	２点質問をさせていただきたいと思います。まず1点目ですけど、13ページの「五角柱のキャッチコピー・ロゴマークの掲示」なんですけど、五角柱の位置が非常にわかりにくいというのは、課題としてあげられると思うのですが、それを周知するのがいいのか、（五角柱の）位置を変更するのがいいのか。これは昔から継続の課題になっていたのかなと思うのですけど、人が入ってくる方向に五角柱がないので、（車で入ってくる人の方には向いているのだろうけど）多くの人はカーパークつつじから来たり、駐輪場を使って入って来られるので、やっぱり、人の流れのある所に（五角柱を）置くのがいいのかなと。五角柱にキャッチコピーやロゴマークを掲示することを大事だと考えるのであれば、「位置の周知」よりは「位置を変えて」見てもらう方がいいんじゃないかなと思うのが一つで、それはできるのでしょうかという質問が一つです。それと、14ページなんですけど、加古川の図書館の方も悩ましい話だと思うんですけど、貸出業務をされるその時に、今のコロナ禍の中で、感染防止の対策がどうとられているのか。これは借りる側からしてみたら、割と気になるところなのかもしれない。それを実績としてみたら貸出の冊数とかも、そんなに大幅に減っているわけでもなく、気にされる方もそんなにいらっしゃらなかったのかなと思うのですが、貸し出す側のスタンスとして、その対策を打つ必要があるのか、そういう要望はないのかを知りたいですし、対策をとることによって、取らないことによっての影響というのはどのように考えているのかなという質問です。

	（事務局）
	五角柱に関しましては委員のおっしゃられた部分のことがあると思いますので、一度こちらの方でも、検討はさせていただきたいと思います。
それと、図書に関してなんですが、先程ご説明させていただきました、お近くの図書館で返せるというのが、そもそもコロナ禍の中、「できれば（家の近くで）あまり移動しないように」という主旨から考えさせていただきました。また、（本は）返ってきましたら、全てアルコールで消毒はさせていただきまして、また開架の方に戻させていただくという手続きを取らせていただいています。特に、「（コロナに対して）大丈夫なん？」というお声は、今のところ聞いてはいない状況であります。

	（会長）
	他にいかがでしょうか。
議事の(1)、これで終わることにします。

	
	３　議事(2)
「令和３年度　加古川市人権に関する市民意識調査（検討案）」について

	（会長）
	次に議題の(2)「令和３年度　加古川市人権に関する市民意識調査（検討案）」について事務局より説明をお願いします。

	（事務局）
	前回の審議会でもご説明しましたが、加古川市では「加古川市人権教育及び人権啓発に関する基本計画」を策定しております。その計画期間が平成30年度から令和４年度の５年間となっており、今年度、令和２年度はその３年目にあたります。
そこで、令和５年度以降の新たな基本計画の策定に、来年度、令和３年度からとりかかっていく計画としております。現在の基本計画と同様に新たに策定する基本計画の内容については、本審議会での諮問とさせていただきたいと考えておりますので、よろしくお願いします。
なお、計画策定の今後の進め方としては令和３年度に市民意識調査を実施し、その結果をもとに令和４年度中に基本計画を策定していく予定です。
来年度実施する市民意識調査ですが、加古川市民3,000人を対象に調査票をお送りして、回答いただく方法を予定しています。その調査票が今回お配りしました資料２「令和３年度加古川市人権に関する市民意識調査」です。内容につきましては、担当より説明いたします。

	（事務局）
	それではご説明をさせていただきます。事前にお送りさせていただいております、資料２「加古川市人権に関する市民意識調査（検討案）」をご覧ください。こちらは、前回、平成28年度に実施した市民意識調査の調査票を赤の見え消しで修正したものです。
なお変更点につきましては、以下の点に留意させていただきました。
まず１点目ですが、平成28年の調査時におきまして、前回と今回で比較できるように設問をあまり変えないほうがいいというご意見をいただきました。ですので、設問を１から考えていくのではなくて、前回の調査方法を基本として考えさせていただいております。次に前回の調査の結果、回答がどちらかに偏った設問であったり、似たような設問で、似たような回答であったものについては、片方を削るであるとか、そういった形で整理させていただいております。また、最近の人権課題について、新しい設問を追加したり、この５年間で、表現が変わっているような文言については、反映させていただいております。以上のことを留意し、会長ともご相談をさせていただきながら、検討案を作成いたしました。それでは、個々の変更箇所についてご説明させていただきます。
まず１ページをご覧ください。まず市長の挨拶文の中ほどの右側の記載の対象年齢について変更しております。前回は20歳以上を対象としておりましたが、今回は国・県の調査と同様に、18歳以上とさせていただきたいと考えております。対象者3,000人というのは変更ございません。
次に、２ページをごらんください。問１については特に変更はございません。
問２ですが、斜線で取消線を入れております、「カ　家族が寝たきりの高齢者の希望に反して施設に入所させること」ですが、こちらの設問につきましては、家族ごとに様々な事情がありますので、市民の人権意識を図る設問としては適していないとし、削除させていただきます。
また下から２行目の、女性にだけ再婚禁止期間が設けられていることですが、こちらにつきましては、民法改正が今、議論されているところですので、こちらについても削除しましてその代わりに、在日外国人に関する項目を２つ追加しております。
続きましてページ３の問３、４につきましては変更ございません
次にページ、問５について、このうちのエの部分。「子どもが３歳くらいまでは、母親が育てるべきだ」という設問だったのですが、これについて「子どもが３歳頃まで母親が子育てに専念すべきであり、そうしないと成長に悪影響を及ぼすという考え方」、いわゆる三歳児神話を信じている人を把握しようとすると、「母親が育てるべきだ」を「母親は育児に専念するべきだ」にしたほうがいいのではないかと考えまして、そのように変更させていただいております。
また、次の５ページの一番上、消している部分ですが、「夫の親を妻が介護するのは当然だ」という設問につきましては、肯定する回答が非常に少ないため削除させていただきます。
また、「キ　自分の身内は同和地区出身者と結婚してほしくない」という設問につきましては、身元調査は人権上問題あると回答される方が大変多いのに、自分の身内になると結婚してほしくないと考える人が多いのではないかという部分もあり、いわゆる建前と本音の差異を図るために新たに設けさせていただこうと考えております。
次の問６につきましては特に変更ございません。問７ですが、こちらは質問の内容を変更させていただいております。今までに差別や人権に関する教育を受けたことがあるかという設問なのですが、それを「学校で」という部分を「小学校から高校の間に」というように変更し、また以前の質問では教育を受けた有無だけを聞いていたのに対し、今回は、教育を受けた回答者に対して、受けてどうだったかというのを問う形に改めました。
次の６ページの問８，９に関しては、変更ございません。
問10ですが、こちらについては、新しい設問となります。
前回の調査で、６ページにあります問９－1、「同和問題の発言を誰から聞いたか」という設問の部分で、前回の回答としまして「その他」のところで、インターネットという回答が複数ありました。そのため、問９の回答選択肢についてインターネットを追加しようと考えたのですが、直接人から聞くのと、インターネットで知るのではやはり接触の仕方が大きくことなるだろうということで、インターネットについては別枠で、設定させていただいております。
なお、この設問は、法務省が令和元年度に実施した調査の設問の文言をそのまま準用しております。
続きまして問11ですが、本文の中でア～ケとなっていますが、ア～コの誤りですので訂正いたします。
さて、変更箇所ですが一番下の部分、ウ「中学・高校の女子生徒の制服がスカートに限定され、ズボンが認められていないこと」となっていますが、最近は女子生徒の制服としてズボンも認める学校も増えていることから、「認められていない」から「認められない」という表現に変更させていただきたいと考えております。
次の８ページの、コ「国会に占める女性割合が低いこと」ですが、これは2020年の世界ジェンダー・ギャップ指数において日本が151か国中121位であり、そのうち政治分野が極めて低いといったところで、関連しているこの設問を追加させていただくこととなりました。
次の問12ですが、問題文中はア～エとなっていますが、ア～ケに修正ください。この設問につきましては大きく変更させていただいております。もともとの設問は４問だけでした。そのうち同和問題に関する部分で「同和問題はそっとしておけば自然になくなる問題だ」以外の設問を削除しまして、代わりに同和問題に関連して「同和地区住民は生活上のさまざまな面で優遇されている」を追加しました。またそれ以外のものとして、性的マイノリティに関するものをウ・エ・オというところで３問、障がい者に関するものを、カ、１問。新型コロナウィルスに関するものをキ、ク、２問。ホームレスに関するものをケ、１問、それぞれ追加をさせていただいております。
続きまして問13ですが、こちらについても全く新しく作成した設問となります。
これは、問８のほうで、同和問題に関して結婚問題について問うているところ、問13についてはその土地を避ける意識について問う設問となっております
続きましてその下に問12という斜線で消している部分があるのですがこちらにつきましては、インターネットの利用状況について聞いている設問なのですが、年齢による違いがはっきりしないということで設問自体を削除させていただいております
問14ですが、こちらのほうもア～キとなっているところ、ア～カの誤りです。申し訳ございません。変更内容ですが、一番上の　「名前、電話番号、住所、メールアドレスなど、個人を特定できる情報を流出させる書き込み」それから、二重線で消しています項目のうち「エ　他人に知られたくない写真、動画などの掲載」「オ　児童の裸の写真などの掲載」「カ　相手が嫌がる性的なメールなどの送受信」の４項目につきましては、前回の調査で「問題だと思う」と回答した者がほとんどで、年齢的な差異もない結果でした。このことから一番上の項目を一部修正し「ア　名前や住所、電話番号など、個人を特定できる情報を流出させる書き込み」とし、他の３つを削除したうえで「イ　個人の日常生活や人間関係などプライバシーに関する情報を流出させる書き込み」を追加します。また、同和地区に関する設問については、「同和地区出身者や障がいのある人、外国人など～」といった表現を「同和地区」に限定しました。また、「同和地区の地名や所在地」「同和地区出身者の名前や住所」を明らかにする書き込みという設問をそれぞれ設定しました。また、新たに作成する設問として「カ　在日韓国・朝鮮人に対する差別をあおったり、偏見やマイナスイメージを広げる書き込み」を追加しています。なお、前回の調査にありました「キ　学校裏サイトやブログなどへの悪口の書き込みやＳＮＳでの仲間外し」の設問につきましては、「学校裏サイト」がもう無いのではないかといったこともあり、削除しています。
11ページの問15ですが、人権に関する講演会や研修会への参加について問うていますが、従前の参加の有無だけでなく、参加してどうだったかという把握をするために変更させていただいております。
問16、17につきましても、今現在の人権文化センターの事業であります人権文化センターだよりの発行回数でありますとか、事業名にあわせる形で修正をしております。
最後は、基本的な情報の項目になるのですが、12ページ、問18の性別なのですが、１「男」、２「女」、３「その他」という表現であったところ、今回は３の部分を「いずれでもない」という表現にさせていただいております。
また、問19、年齢について、こちらも冒頭で説明しましたとおり、対象年齢を18歳以上としましたので、「18歳～19歳」を追加し、また前回は70歳以上という上限にしていたところ、今回は「70～79歳」と「80歳以上」ということで、全部で合計８個にわけるという形に改めさせていただきます
最後の自由記述の部分については、問19となっているのですが、問20の誤りです。申し訳ありません。
以上で簡単ですが、調査票の変更内容についての説明となります。ご審議のほどよろしくお願いいたします。

	（会長）
	ありがとうございました。この調査票の調査項目についてご意見・ご質問ございましたらお出しください。

	（委員）
	前回の平成29年３月の発行調査報告書の81ページの部分、判断しにくい質問が多々あったというのと、質問項目に問題があるというご指摘があったのですが、だいたいどの質問項目だったのかというのは、わかりますか？　特定ができる質問項目であれば修正しないといけないのではと思います。もう一点が、今回から18歳、というと高校三年生でしょうか、その年齢の方が対象になっているので、例えば18歳の方がみたときに、書きやすいアンケートかどうかというところがポイントとなるのかなと思っております。例えば、性同一性障害というところは注釈・解説がないので、高校三年生がそのあたりを分かったうえでアンケートに答えられるのか。高校生がみてわかりにくいものはやはり注釈が必要になってくるのではないかなという風に思いましたので、そのあたりは検討していただきたいと思います。以上です。

	（副会長）
	問題12の同和問題の部分なんですが、できたら同和問題をどう思いますかというのを入れて欲しいなと思います。
それと、このウの設問が消えるんですよね？「同和問題は人権にかかる問題であるから社会全体で取り組み、自分も努力すべきだ」これを消した理由をちょっと教えてほしいのと、イなんですけど「同和地区住民は生活上様々な面で優遇されている」これを入れる理由はなにかと思うんです。やっぱり昔の劣悪な環境から今の状態になっていると。ここでこれを入れる必要はあるのかなと。これをみて、今の高校生の子とかですね、知らない人にこれをどういうふうに解釈してもらう意図があるのかなというところが、ちょっと理解が苦しいんですけど。

	（会長）
	はい、３点でましたので、今のお二人の委員からの質問にまず答えるということで、事務局お願いします。

	（事務局）
	はい、それでは一番最初の報告書の81ページの判別しにくい質問が多々あったというところなんですけれども、こちらについては自由記述といったところで、そこまで内容についての精査はさせていただいてはおりません、２点目、注釈につきましては、こちらの設問を中心とさせていただいておりまして、委員からご指摘があったとおり、18歳の方が見られるという視点が抜けていたところがありましたので、また改めて考えさせていただきたいと思います。

	（会長）
	８ページのウ、「同和問題は人権に関わる問題だから、社会全体で取り組み、自分も努力すべきだ」というのはわりと、そう思うという回答が多かった。要するに、この調査というのは、市民の意識の啓発・教育の課題をみつけようということですので、市民の中で誤解されている方がどれくらいいるのか、そういったところを把握して啓発・教育を行っていくにあたっての課題を見つけるということで、わりとそう思うという意見が多い中では課題を見つけるのは難しいです。逆にすごく問題がありそうな意見に対してそれを肯定するような回答が多く出た場合、その点を改めるという課題がでてくるので、この新しいほうでいうとイ「同和地区住民は生活上の様々な面で優遇されている」とこれ、わりとそう考えている人、多いんですね。というのは私は他市でも人権意識調査に関わって来まして、最後に自由記述欄というのを設けて、市の施策だとか人権全般について感じていることを自由にお書きくださいとすると、2002年に同和対策事業は終了したのに、未だにいろいろ優遇施策が行われているという書き込みがわりと多数みられるんですね。今はそういった施策は一切ありませんので、ここでそう思うと答えた人がどの程度いるのかというところで、啓発の課題ですね、要するに誤解している人がどれくらいいるのかということを把握するための調査ですので、こういった聞き方をしているということになります。

	（副会長）
	私は逆に考えます。障がい者の人のことを考えたときに、障がい者差別は誰でもダメだと必ず言うわけですよね、その中で、障がい者の人の手すりやスロープなどに対して過剰に優遇されているという人は誰もいないと思うんです。しかし同和差別はだれでも最初は絶対ダメだと言ってくれると思います、しかしここに（この調査票で）優遇されているんじゃないかとかそういうことが出ること自体が差別・偏見につながっていくと思います。前の劣悪な環境を知っている人からすれば、こうは思わないと思います。
今、道も広くなりきれいになった、その時点しか知らない人と、昔から知っている人とは考え方が全然違う。障がい者の人、高齢者の人について、誰一人差別してもいいという人はいないと思うが、同和問題については差別してはいけないというけど、根本に差別心が残ってしまうというのは、それが大問題であるから、あえてこういった設問を出せば、みんなこれ自然と放っておいたらなくなるというのを逆にこちらから、問う側から教えているようなもので、この設問は抜くべきだと私は思います。

	（会長）
	寝た子を起こすなというのも割と根強くある考え方ですが、この考え方は結局教育・啓発いらないのだとなってしまうので、非常に問題のある考え方なんです。実際、なぜこの問題を聞くのかというと、どの程度、寝た子を起こすな論を支持する人がいるのか、年齢で見たときに、どの年代の人にそういった人が多いのか、また、別の設問とクロス集計し、別の設問でこういう風に考えている人に寝た子をおこすな論を支持する人が多いといった結果が出れば、そういう考え方を改める教育・啓発の課題が出てくると。そういったことで、確かに委員おっしゃるようにこういった意見を出すことによってそれを信じる人がいるかもしれないが、市民の意識のありようを正確に把握しようとすれば、こういった仕掛けはある程度必要なもので、当たり障りのないようなことだけ聞くと、当たり障りのないような結果しかでなくて、なかなか人権教育啓発の課題が見えてこないということがありますので、こういった形の設問にしたということです。

	（副会長）
	そうすれば「同和問題はそっとしておけば自然となくならない」という風に変えて欲しいです。とりあえず、同和問題と他の人権侵害とは全然違う。他の差別は、違いがあるんですよ。違いがあって、それでもそれを差別しているんです。同和問題は違いがないんですよ。違いがないのに差別するんです。それを同じ目線で質問したら違う方向へいってしまいます。ですから、違いを見つけるためにあえて出すというのは、私理解できませんが、そうしたら、同和問題はどうですかというのを聞いてほしいです。してもいいのか、したらいけないのかというところも聞いてほしいし、とにかくここの聞き方はもうちょっともんで欲しいと思います。

	（会長）
	同和問題はどうですか、とはどういうことですか？　どういう聞き方をすればいいですか？

	（副会長）
	同和問題はそっとしておけば自然となくなるとか、同和住民は生活上様々な面で優遇されている、こんなんをどんどん入れていくというのは私は反対です。

	（会長）
	委員がおっしゃった、「同和問題はどうですか」とは。新たに入れて欲しいとおっしゃいましたね？　

	（副会長）
	どうですかというのは、差別は今も残っていますかとかですね、それは絶対したらいけませんよねというのをここに入れるのがいいのか、しかし障がい者差別をいいという人は絶対いないと思いますし、様々な人権侵害についてそれをよしとする人は絶対いないと思います。
だから、同和問題もあえてそれを聞くのがいいのかというのはわかりませんが、でも、障がい者の人が様々な面で優遇されているという質問を出しますか？　絶対出さないでしょう。先生そんなこと聞きますか？　
他の人権侵害を受けている人たちに対して、こういうことをしようとかやっていることを、それ過剰ですか？　とはそういう質問は絶対しないじゃないですか。
同和地区だけ、優遇されているとかいうことを聞くこと自体が、僕はダメだと思います。
そうしたら、逆に、同和地区の環境をどう思いますかとか聞いてもらって、もう良い生活ができているじゃないかとか、そういう答えが出るような、そういう聞き方をしてもらいたい。

	（会長）
	これについて、他の委員の方はどうでしょうか。

	（委員）
	私もそこのところすごく気になるんですが、今特に同和対策事業が行われているわけではないのに、生活上のさまざまな面で優遇されているということを聞けば、まだ続いているんかと、またその上に誤解されるというところがある。正確な数字はここでは出ないと思うので、もう少し聞き方も、これではなくて、確かに制度が続いているというような誤解されている声をお年寄りの方から聞くこともあるが、これは誤解される文章であると思うので、もう少し練って考えて欲しい。

	（会長）
	お年寄りのことをおっしゃいましたが、若い人でもそういった優遇政策があると思っている方は多い。私も大学で教えておりまして、学生たちにきくと親が言っていて学生もそれを信じているということがわりとある。割と根強い誤解なんです。それをどう解いていくのかということはすごく大事なことですので、そのためにはまず実態を把握することが重要ではないかとは思いますが、聞き方に工夫の余地がないとは思っておりませんので、いろいろとご意見いただければと思います。

	（委員）
	もしどうしてもということならば、「対策は終わったが」という一言をつけることは可能ですか？　「終わってはいるのですが、まだそういうのがあると思われますか？」とか。

	（副会長）
	私も同じ意見で、市民が誤解しているのをアンケートで変えるというのはそこまではできないので。アンケートなので。それだったら、同和対策事業は終わっていますとかそういったPRのほうに回せばいいわけで。ですから誤解をしている人がいるならば同和地区の問題はどう思いますかとかいろんな面で質問を変えて欲しいと思います。同和問題はそっとしておけば自然になくなっていくと思いますか？とかいう風に聞いてもらったら、なくなると思いますよという人とか、絶対なくならない、なぜ今まで続いているのか疑問に思う人も出てくるでしょう、ですからそういう質問に変えて欲しいと思います。
「ウ．同和問題は人権に関わる問題だから取り組みに自分も努力するべきだ」、これはやっぱり入れて欲しいですね、私らからしたら。

	（会長）
	他にご意見ありますか。

	（委員）
	８ページの問12なんですが、これは非常に本市にとっては大事な部分だと思います。ここ３年ほどの間でも非常に市民の声というのが、えっと驚く未だにまだそんな意識かと思うような事案が出ております。そこで市民が同和問題に対する意識はどうなんだろうという問いが、市民の意識調査そのものなんですね、そのことと、その調査から見て取れるものをこれから啓発・教育どう進めていくのかというところは分けて考えなければいけないんです。ですから、今26万都市の加古川の市民がどういった意識であるのか、ここをしっかりとみなさんの考えを集めてそしてこれからの啓発・教育を考えていくということはこれからの大きな課題だと思う。今までは、そういう活動家や専門家は指導する・教えるというスタンスできたけれども、これからの啓発というものは、あるいはこれからの教育というものは、授けるだけでなしに、そういう教育を受ける側がどういう立ち位置でこの問題をとらえるのか、市民一人ひとりがこういうことをなくすんだという意識変革をさせるということが最大の目的なんですね、ですからその辺を整理しながらしっかりと意識調査をしてほしいと思います。ただ、3,000部無作為に抽出して調査するんですが、できればもう少し広範囲に。あるいは、役所の職員も市民です。学校の教員も市民です。そういった諸々の人たちの意識が今現在どうなんだと。ここをしっかりととらえないことには。これからの啓発教育を進めるにあたって非常に大事なことであるから、しっかりと整理をしていかなければならないと思う。

	（委員）
	何点か質問と、それから文章表記のことで気になりました。まず問14のスマートフォンそれからパソコンなどのインターネット上での下記のような書き込みについての設問がありますが、インターネット所有というのは今所有100％に近いし、一軒の家に数台というのも多い、子どもたちもよく使っています。
インターネットの特徴として個人情報の流出や差別的な書き込み（があること）、それはわかるんですが、ここで一つ項目として、「出会い系サイト」というんですか、犯罪を誘発するような。18歳以上で質問に答えるときに出会い系サイトの話題も入っていたらどうかなというのが一点。
もう一点。８ページの「コ」新たにできた設問ですね、「国会議員に占める女性割合が低いこと」という新たに出たこの設問なんですが、18歳以上なので答えられるかなとは思いつつも、やはり具体例というか、もうちょっと身近な設問の方が表記としてはいいと思います。国会議員に占める女性割合ってテレビやメディアで見ているから女性は少ないというのは一目瞭然だが、この質問に対し、私であれば、「議会をはじめとする」と一言を入れる。「議会をはじめとする」とは、地方議会であるとか、審議会は18歳の子は知らないと思うけれども、要は、意思決定の場に女性の割合が少ないということを設問で問うたほうがいいのかなと思いました。
もう一点、同じページ中なんですけど、外国人のことについて、２ページのところ、問１のところですか、人権を身近なものとして下が３つ外国人になっているところですが、一番多いのは加古川市の場合は2,500人くらいいらっしゃるんじゃないかな、９パーセントくらいはいらっしゃると思うんですね、２、３年前に国際交流協会で聞いたんですが。その中でもやっぱり韓国・朝鮮が一番多いからヘイトスピーチの設問が多いと思うんですけど、次に多いのはアジア系だと思います。ブラジルの方もいらっしゃるがアジア系が多い。外国人のことを聞くときにシのところ、在日外国人の地方参政権が認められないことや文化や生活習慣の違いによって差別することというのもちょっと入ったほうがいいのかなと思いました。以上です。

	（会長）
	どうもありがとうございました。

	（副会長）
	それと問12の設問の中に同和問題とか性同一障害などが一緒になっている。で、問９には同和地区の人というのがあったり、問８にもあったり同和地区のことがあるので、そこにもっていったらどうですか？　これ、一緒にすると、ここでなんで同和地区の生活というのと、性同一性障害の質問が一緒に出てくるのかと思うので、ちょっとこう設問の位置を変えることを考えていただきたい。介護受ける人の設問とですね、同和問題はそっとしておけばなくなるというのがなんで同じ問12の中に入っているのかなと思うんですけども。

	（会長）
	まず委員がおっしゃった点なのですが、これはまだ整理がしていないところで、元々はここのところが４項目しかなかったんですね、ここ４項目だけなので、増やそうということで様々な人権ということで増やした結果なので上のほうにも問11ですね、これもまた様々な人権問題なので、これは整理する必要があると思います。とにかく、前の質問票を土台としてそこにいろいろ加えたり引いたりした結果なので整理が十分ついていないというところがありますので、これは検討していきたいと思います。
それから、委員がおっしゃった、国会議員に占める女性割合が低いことだけじゃなくて、議会をはじめとする意思決定の場云々なんですが、ここのところ日本の場合、国会、とくにジェンダー・ギャップ指数が153か国中121位なんですけれども、これの中でとりわけ低いのが国会議員の割合なんですね、衆議院が9.9パーセント。これ諸外国と比較する場合に、下院、日本でいう衆議院にあたるところで比較しますので、9.9パーセントというのは非常に低い。地方議会の場合、議会にもよりますが２割３割のところもあったりして、象徴的なんですね、そこのところをどれだけ認識しておられるのかというふうなことで聞こうということで、これを挙げました。高松委員がおっしゃるように意思決定の場で女性の発言権がないんだということや、女性割合が低いといった聞き方をすると、多くの人が問題だと思うので、そう思う、といった答えが多くなる。そういった誘導というところもあるので、何を知りたいか何を把握したいかということで色んな仕掛けが必要となります。
そういう意味で言いますと、ほとんどの人がそう思うと丸をするような聞き方はあまりよくない。できるだけ回答がばらけるほうが市民の人権意識を把握しやすいというところがあるので、委員がおっしゃった８ページの「ウ」、消したところですけども、同和問題は人権に関わる問題だから社会全体で取り組み、自分も努力すべきだというところ、これに対し、そう思わないとどちらかというとそう思わないと答えた人、これを足しても８パーセントだった。だから、ほとんどの人は自分にもかかわることで、自分も努力すべきだと考えていると。だから聞き方を変えないと、それを否定する人が１割も満たないようなものならもう少しばらけるほうがいいということで消したということなんです。
できるだけ委員の皆様の意見を反映するような形で検討していきたいと思いますので、他の委員の方もお気づきの点がありましたら聞かせていただきたいと思います。


	（委員）
	問２ですね、「コ」に「民間企業で」とありますけれども、これは官公庁の方が進んでいないと思いますので、これは民間企業というのは消してください。雇用が進まないということだけでわかると思いますので。とりたてて、民間企業が進んでいないということはなく、統計では官公庁のほうが進んでいなかったと思います。
それから「シ」ですが、在日外国人の地方参政権なんですが、これは前の調査のときに私がそぐわないと指摘したように、これは憲法に定められていることであって、これを聞いてどうするの？　というところですので、これは消していただきたいと思います。
それと問５のサ「自分の身内に同性愛者はいてほしくない」LGBTということであれば、同性愛者、それから性同一性障害といれるべきではないのかなと思います。
それから問10ですが。「３　みたことがある」、矢印があって、「問９の４へ」とありますが、これは「問10の１へ」の誤りかと。
それから、問13のイなんですが、精神科の病院があると。今心療内科が圧倒的に多くなっているんですが、この精神科の病院とは入院制度のある病院のことを言っているという理解でいいんですか。

	（会長）
	これは京都府がおこなった人権意識調査をとりあえず持ってきたものなので、加古川でやる以上、加古川の市民の方が誤解なく答えられるように変えるべきところは変えたほうがいいですので、誤解が生じないような聞き方にするというふうにします。

	（委員）
	私は以上です。

	（会長）
	委員から出た質問を一点補足しますと、さきほどの身内に同性愛者はいてほしくないというところを性的マイノリティとしてはどうかというところですが実は、同じ設問の中で、ケですね、男同士。女同士の結婚、同性婚を認めるべきだというものがあります。同性婚を認めるべきだということについて、わりと肯定する意見が今多くなっているんです。同性婚を認めるべきだということに、そう思う、どちらかというとそう思うと答えているんですが、自分の身内に同性愛者はいてほしくないかと聞くと、同性婚は認めているんだけど、自分の身内にはいてほしくないという人がわりと出てくる。要するに、建前としては認めているが自分に関わることだったらいやだという、そういった人はかなりおられるので、そこのところを見るということで、同性愛者としています。
特に在日外国人の地方参政権のことは前回入っていなかったので入れてはどうかと思ったのですが、前回そういう意見が出たということであれば、削除します。

	（委員）
	内容的なことではないのですが、問７なんですが、（差別や人権に関する教育を）受けたことがあるかないかですが、内容については興味深かったとかつまらなかった、よく覚えてないということで、問７の1という設定があるんですが、内容をよく覚えていないということであればわざわざその内容を聞く必要があるのかなと。問７の１の一番最後に覚えていないというのがわざわざついているのですが、問７で１番２番で答えた人に対して問７の１があって、最後の14番の覚えていないはなくてもいいのかなと思ったのですが、これはどういう設定なんでしょうか。

	（会長）
	前回は問７は受けたことがある・ないの２つだったんですね、あると答えた人が７の１に進むということになっておりました。ですが、ある・ないだとほとんどの人が「ある」なんですね。特に50歳未満だと９割近くの人があるを選ぶので、あるの中にはある程度の差があるわけで、そこのところを聞こうということで、今回こういう４択にしたわけです。ただ、７の1がそのままあるないのときのままになっていますので、確かにおっしゃるように覚えていない人にさらに答えろというふうに聞くべきかどうかということもありますので、これは検討したいと思います。

	（委員）
	もう１点、最後のページ、12ページなんですけど、私自身の勉強のために皆さんの時間を使って申し訳ないんですが、こういったアンケートで性別を問うときに、こういう聞き方で問われた人は納得・理解ができるのかなと私は感じたのですが、いかがでしょうか。

	（会長）
	前回はその他だったんですね、元々は男・女の２つしかなかったんですが20年くらい前からその他を入れるのが多くなってきて、最近は特にトランスジェンダーというふうに言われるんですけれども、自分の性別を男でも女でもないと認識している方が、その他でひとくくりにされるのはいやだという声もでてきたので、加古川でも今回はいずれでもないと、そのほうがその他よりもいいのかなということです。答えたくないという選択肢をいれている自治体もあるんですが、答えたくないという選択肢をいれると、そこに入れる人が多くなって、あとの集計に支障がでるということもありますので、今回はいずれでもないというふうに考えたわけです。

	（委員）
	男女を問うことは必要ですか？

	（会長）
	性別を問うことは必要なんです。あとで男女別で集計しますと、女性問題の見方などで、女性はすごく問題だととらえているのに、男性はその問題性をわかっていなくて、問題ないと答えたり、性差がすごく出る設問もあります。女性問題に関して、女性は非常に深刻にとらえているのに、男性がその問題について軽く見ているということがあれば、これも啓発の大きな課題となってきますので、確かに性別というのが性的マイノリティのことをきいているのに何故わざわざ性別のことを聞くのかと感じられる方もいらっしゃるとは思いますが、性別で比較するのは非常に大事な点なんです。
ですから、最初の記入にあたってのお願い等の箇所で何故性別を聞くのかという部分を説明しておくのがいいかもしれませんね。

	（委員）
	事務局にお聞きしたいんですが、前回の調査のとき、2017年ですね、この中にもらった資料にはついていないんですが、17番で自由記述意見についてとありますね、この中で回答率は352通のうちに同和問題について75件。一番多いんですね、この75の中に寝た子を起こすなというのが12，それから、そういうことを教えなかったらよかったのにというのが12。非常に大きな数字で出ております。是非継続して調査をお願いしたい。それから、2016年に人権三法ができました。その件に関してのことが、含まれてわからないというのか、それは触らないということなのか、それを聞きたい。

	（事務局）
	人権三法に関してなのですが、今回検討させていただいておりますのは前回の調査票からの変更点ということでしたが、今回そういった意見をいただきましたので、またそちらについても考えさせていただきたいと思います。たしかに他市では、様々な全国的な人権の施策について知っていますかといった問いを設けているところもありますので、一度そちらも見させていただいて、検討させていただきたいと思います。

	（委員）
	ということはですね、2002年に法が失効しました。その前後、やはり同和教育運動が非常に盛んで、学校教育でも社会教育でもやられていました。その前々回の意識調査を見てみますと、前回の調査との差が非常に、どのページを見てみましても、残念ながら下がってしまっているんですね。つまり市民の人権に関する関心度が2005年の調査、2007年に発行したものですが、その10年たってからの調査を見てみますと、市民の関心度が非常に下がってしまっている。それからずっと学校教育でも、この分野では時間が非常に少なくなっている。人権三法ができてその結果、市民がどう、この人権三法を見て、意識が変化したのか、私は今度の調査で非常に興味深くみています。それから、先ほど私は市民の意識が今現在どうなのかということと、これからの啓発教育をじゃあどうしていくのかということと、この中で特に、同和問題に関してはどう伝えていくのか、ここが非常に大事なことなんじゃないかと思います。今まではというと、あそこの地区は昔はこんな大変な苦労をしたんやで、その人たちのことを差別したらあかんで、と。これで終わっていた。そういう教え方じゃなく、児童生徒はもちろん、一般社会の方も、こういう問題をいつまでも放っておいてはいけないじゃないか、我々一人ひとりが我がこととしてなくしていこうという意識に変えていくことが最大の目的じゃないかと私はとらえていますので、よろしくお願いしたいと思います。

	（副会長）
	委員が今言われたことと被るのですが、同和問題につきましては、他のいろんな質問もあるんですけど、うまくは言えませんが、違いを認めるということですよね。
同じにしてはいけないということですよね、男は男、女は女でくくってはいけないということ。違いを一緒だと言ってしまうと、これは差別なんですね。同和問題だけなんです、一緒なのに違うといわれるのは。ですから、この質問の中で、僕はこの意識調査というのは市民がどう思っているか聞き出すものであって、こういう聞き方をしたらこの回答が多いからこういう質問にするというのは、私はちょっとどうかなと思う。問11のケは様々な書類に性別の記入があることが問題だと思うと聞いていながら最後に性別を問うというのもどうかと思う。この答えが、違う答えが出たときにどうするんだということ、意識調査の答えをみてどうするんだというところまで、わからないんですが、答えをみて、どうするんだと。
僕らも勉強せなあかんのかもしれませんが、そこらは僕らもまだはっきりわかっていないですけど。

	（会長）
	９割くらいの人が「そう思う」というふうに答えるような聞き方だと結局何が問題かということが見えにくくなるんですね、ほとんどの人がこう思っているというのだったら、そうでない聞き方をして回答が散らばったら、例えば３割の人がこっちを答えたと。そういった人たちは他の問題ではどういう見方をしているのか分析をしていって、啓発のやり方や対象等の課題が見えてくるんですね。たしかに上田委員のおっしゃる、同和問題は人権に関わる問題だから社会全体で取り組み、自分も努力すべきだということはこれは正しい考え方なんですが、それをほとんどの人がそう思っているということだったら、課題が出てきにくいんですね。もっと課題が見えやすい形で回答がばらけるような聞き方をしていくということをするんですね。

	（委員）
	会長さんの言われることはよくわかります。単発的にたくさんの回答が出てしまうとそれで終わってしまうんですね、今言われているのはクロス集計で分析されてると思うんですね、それに関連する他の項目とクロスして今の現実、本音と建て前を出すという。今までの30年度のこれもクロスした分析されているなと、私はそうとらえていますが、会長さんそれでいいんですか。

	（委員）
	これは意識調査の検討案なので、これからまた煮詰めていくものだと思います。
おそらくアンケートの性質上基本情報をまず聞いたあと、子どもの人権に関するものや同和の問題に関するものや設問をいくつかつけて整理していかれると思うのですが、意識調査の中に課題抽出を狙いとする質問項目というのを質問の中に混ぜるのがいいのか。どこかの設問の１つに狙いとして課題抽出を狙いとした設問があったほうがあとで相関を出しやすくなるんだろうなと思います。項目の一部にいれるというよりは、ここはひとつは課題抽出するというところを設問として１つ作るという形だと、収集して分析する立場としてみたときに出しやすいのかなと。これが多分、意識調査の中に入ってくるから違和感を感じたり、この設問だけが浮いてきてしまうというのが否めないのではと思います。
作り方、デザインを少し変えたらいいのではないかと思います。

	（会長）
	要するに、回収率が低かったら意味がありませんので、答える方の負担感をなくすということで、その流れをつくるということが大事なんですね。今回は前回の調査票を土台として引いたり足したりしたところで、まだその流れはできておりませんのでそれはこれから検討していくことになると思いますので、それも含めて考えていきたいと思っております。
いろいろご意見いただきまして、予定の時間を回ってしまっているのですが、もし何かございましたら出していただければと思いますが、いかがでしょうか。

	（副会長）
	またこれ（調査票の設問）は考えてもらえるということですか。

	（会長）
	はい、これで終わるということではありませんので、また今後のスケジュールについてはあとで事務局からご説明いただけたらと思います。

	
	４　その他

	（会長）
	それでは、次に、その他となっておりますけれども、事務局から何かございますでしょうか。

	（事務局）
	検討案に多くの意見をいただきまして、ありがとうございました。今回いただきましたご意見を踏まえまして、作成しました案を次回審議会に提案したいと思いますので、よろしくお願いいたします。前回の審議会におきまして、人権文化センター登録団体への加入資格について、ご意見がありました。お手元の資料の令和３年度登録団体一覧をご覧ください。
従来登録団体の加入資格として原則10名としておりましたが、少人数でしか活動できないグループもあるということや、10人という人数が新規で登録を希望する団体のハードルとなっているという意見もありまして、安心して活動できるためには、その資格を改めたほうがいいのではというご意見をいただきました。一方で、人数の基準を撤廃してしまうと、団体としての活動ができないような少人数のグループについても登録団体となる可能性が出てきますので、これらのことから、団体として活動していく最低限の人数ということで、事務局では原則10名から６名と変更してはどうかと考えております。なお、今までは人数資格については原則とつけておりましたが、基準を団体としての最低人数とすることから、この度原則という文言はつけずに、６名というふうに６名以上の団体ということにしたいと考えております。前回の審議会においてご指摘いただきましたためこの加入資格について審議会の皆様のご意見を頂戴したいと思いますので、よろしくお願いいたします。

	（会長）
	今の点につきまして、いかがでしょうか。


	（委員）
	登録団体の代表として、この度このことについて検討していただき、ありがとうございました。この度６人という人数については、そのあたりがよいかなということで、登録団体協議会の会長とも調整した上のことですが、この今のコロナ禍で、私どもも活動がままならない中で、これから登録団体数が増えるかどうか中々わからないところではありますが、これから力を入れて、登録団体を増やしていきたいと考えております。
人権文化センターが新型コロナウィルスワクチン接種会場となるということで、会場をなかなか使えないグループが12サークルのうち７サークルの方々が人権文化センターを使えず、他の公民館を使えるところは卓球サークル等は行っていますが、他の体操クラブやカラオケの方や社交ダンスのサークルなどはここの会場を１年間使えないということで、民間のほうで場所を探してはいますが、講師料と場所代がかかり、非常に財政困難で、活動が難しい状況です。また、事務局には、情報提供などご協力いただけましたらありがたいです。

	（会長）
	他に何かありますか。

	（副会長）
	この場でいうことかわかりませんが、志方会館のことですが、長年この審議会でもご検討いただき、何十年来、いろいろと審議や意見交換をやってきまして、地元移管ということでまとまりまして、契約も終わりまして、改装をしていただいて、使わせていただくということになりました。皆さん、ご心配おかけしましたけれども、部長はじめ、お世話になりました。ありがとうございました。それで、来年になりましたら、使えるようになりますので、今登録団体さんが、人権文化センターが使えない状況ということで、少し遠いですが志方会館のほうをまたご利用いただけたらと思います。

	（会長）
	他の委員の方、よろしいでしょうか。そうしましたら予定しておりました議事は全て終了しました。それではこれを持ちまして議長の役終わらせていただきます。
委員の皆様には円滑な議事運営にご協力いただきまして、ありがとうございました。

	（事務局）
	ありがとうございました。あと、事務局から２点報告がございます。事務局、よろしくお願いします。

	（事務局）
	それでは事務局より２点報告いたします。この度、会議における傍聴手続が変更されますのでご連絡させていただきます。従来傍聴を希望されています方は傍聴の申請書に住所名前電話番号等を記入いただき、窓口に提出いただいておりましたが、来年度の４月１日以降に開催されます会議からは傍聴者の個人情報を求めないように変更されることとなりました。本審議会におきましても、次回よりお名前等の個人情報を記載しない形に傍聴基準を変更することといたします。なお、基準につきましては、必要な事項を会長が定めるとなっておりますので、次回の審議会までに会長と事務局で変更手続きを進めてまいりますのでよろしくお願いいたします。２点目ですが、さきほどの清田委員からのお話もありましたが、この４月から当施設が新型コロナワクチンの集団予防接種会場として使用されることになっております。４月からはワクチン接種会場の準備をしますので、この会場と隣の研修室１が使用できなくなります。接種日の土曜日につきましては、他の部屋も使用ができなくなるということになっております。期間につきましては、今のところ９月末までを予定していますが、状況によりまして延長の可能性もございます。普段利用されている市民の皆様にはご迷惑をおかけしますが、ご理解・ご協力をいただきますよう周知をさせていただいているところです。ですので、次回の審議会の会場も別の会場の開催となりますので、ご迷惑をおかけしますが、よろしくお願いいたします。事務局からは以上です。

	（事務局）
	では、閉会にあたり副会長からご挨拶をお願いしたいと思います。

	（副会長）
	活発な意見どうも皆様ありがとうございました。こういう意見が出るというのは大変すばらしいことと思います。最後に、人権擁護委員協議会からいただいたおもいやりの心の中に、誰かのことじゃないという言葉があり、ものすごく心に刺さりました。
コロナも同じなんですけど、自分は罹らないだろう、誰かのことだろうと思っていたのがだんだん身近になり、恐怖を覚えたこともありました。皆さんどうか気を付けていただいて、一層の活躍をされていかれますようお祈りしまして、挨拶とさせていただきます。どうもありがとうございました。

	（事務局）
	ありがとうございました。本日の審議の内容につきましては、後ほど議事録を作成しその要旨を市ホームページにおいて公開する予定としております。委員の皆様には内容をご確認いただくこととなりますのでよろしくお願いいたします。また次回の審議会につきましては、令和３年８月頃に開催を予定しておりますが、それまでに準備が整いましたら前倒しでの開催も考えております。日程と会場につきましては、調整をいたしまして改めてご連絡をさせていただきます。それでは令和２年度第２回加古川市人権教育啓発推進審議会を閉会いたします、本日はどうもありがとうございました。


議事録署名人
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